
論文 プレキャストボックスカルバートの側壁に配した圧着式接合工法の

正負交番載荷試験による実験的研究

松本 優朋*1・松本 康資*2・松田 学*3・山口 浩平*4

要旨：著者らが開発した圧着式接合工法は，ボックスカルバート隅角部に接合位置を配した工法であるが，

配筋の合理化ならびに隅角部に補強鉄筋の配置が要求される場合を想定し，接合位置を側壁に変更した L 形

試験体の正負交番載荷試験を行った。正負交番載荷試験は，接合位置を側壁に変更したケース 1 および接合

部配筋の合理化を図ったケース 2 について行った。その結果，接合位置を側壁とし，接合部を合理化しても，

接合部での破壊はみられず，一体型成形同等以上の耐荷力および履歴吸収エネルギーを保有していることを

確認した。
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1. はじめに

近年，生産性向上の観点からプレキャスト工法が注目

されているが建設資材の高騰を受け，施工の合理化や経

済性に関する要求が高まっている。著者らは，プレキャ

ストボックスカルバート（以下，PCa ボックスと称す）

の隅角部に接合位置を配する接合工法として，高強度の

接合用鉄筋（SD490）を主鉄筋として併用した圧着式接

合工法（以下，PJ 工法と称す）を開発し，単調載荷試験

および正負交番載荷試験により，接合部に損傷を与える

ことなく接合面の開口変位抑制および荷重除荷後の復元

性に優れた工法であることを確認した 1-3)。しかし，既報

の PJ 工法では，高強度鉄筋（SD490）を側壁部材にアン

カー定着しているため，主鉄筋である普通鉄筋（SD345）

との重ね継手を設けており，配筋の過密化による施工性

と経済性に課題があった。また，（一社）道路プレキャス

トコンクリート製品技術協会による耐震設計法 4),5)では，

カルバートの隅角部に補強鉄筋の配置が要求される場合

があり，既報の PJ 工法では隅角部に接合位置を設けてい

るため補強鉄筋の配置が困難であった。

そこで本研究では，まずケース 1 として，PCa ボック

ス隅角部を模擬した接合位置を側壁に変更した L形試験

体にて正負交番載荷試験により耐荷性能および変形性能

を検討した。次にケース 2 として，側壁の主鉄筋をすべ

て接合用鉄筋と併用した高強度鉄筋とすることで接合部

配筋の合理化と経済性の向上を図ることを目的に，ケー

ス 1 と同様に耐荷性能および変形性能を検討した。

2. 圧着式接合工法の概要

図－1に高強度鉄筋の利用コンセプト，図－2に圧着

図－1 高強度鉄筋の利用コンセプト

      

(a) 既報の PJ 工法 (b) 本実験の PJ 工法

図－2 圧着式接合工法の概要図
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式接合工法の概要図を示す。PCa ボックスの設置手順は

まず側壁部材を設置し，その側壁部材の上端縁から高強

度鉄筋を突出させている。頂版部材端部には突出鉄筋に

応じた開孔を設けており，側壁部材の上端縁から突出す

る鉄筋に頂版部材の開孔部を嵌め込んで定着プレートと

締付ナットを設置した後，トルクレンチ等を用いて所定

のトルクを与えて接合する。その後，頂版部材の開孔部

には，無収縮モルタルを充填して接合を完了する。なお，

ナット締付けはトルク管理により行うが，施工時のばら

つきで高強度鉄筋（SD490）の降伏耐力を超えないよう

に，高強度鉄筋（SD490）と普通鉄筋（SD345）の降伏耐

力の差力分の 90%を導入圧着力に利用した。この時，試

験体の接合断面に作用する圧縮応力度は 1.5N/mm2 程度

となる。

構造物の安全性照査は接合部であっても RC 構造を基

本設計とするため，普通鉄筋の降伏耐力を残すことで一

般的な RC 構造と同様に構造安全照査を行うこととした。

既報の PJ 工法の接合部は，図－2(a)に示すように生産

性向上やプレキャスト部材の規格化・単純化の観点から

頂版部材をスラブとし，隅角部に配した。しかし，隅角

部に補強鉄筋を配置させることから，本研究では図－

2(b)に示すように接合部を側壁ハンチ下部の塑性ヒンジ

とならない箇所に設けた。

3. 実験概要

3.1 使用材料

表－1 に使用材料を示す。コンクリートは，プレキャ

スト部材の製造に通常用いる設計基準強度 40N/mm2 の

配合とした。無収縮モルタルは，接合のための頂版部材

シース内に使用した。主鉄筋にはコンクリート用棒鋼の

D16（SD345）または D19（SD490），配力筋，フープ筋お

よび隅角部補強鉄筋には D13（SD345）を用いた。

表－2 設計条件

試設計の

形状寸法

RC ボックスカルバート

B3000×H3000 相当

地盤条件

土被り    2.0m（地下水なし)
原地盤面まで N 値 5 
基盤面まで  N 値 10

荷重条件

常時荷重

L1 地震動時

L2 地震動時

表－3 試験体水準

区分 略記号 接合部位置 側壁主鉄筋

既報 2) RC-N
なし

（一体型成形）
D16（SD345）
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D16（SD345）
D19（SD490）

ケース 2 PJ-UH 側壁 D19（SD490）
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図－3 試験体形状配筋図
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3.2 設計条件

表－2 に試験体の設計条件を示す。試験体は耐震設計

を行ったボックスカルバート（内空幅 3000mm×内空高

3000mm）に相当する版厚，配筋量で設計した。常時およ

び L1 地震動時は許容応力度法，L2 地震動時は限界状態

設計法の終局限界状態にて安全性を照査した。なお，終

局限界状態は部材に発生する断面力が設計断面力を超え

ないことを照査する。

3.3 試験体水準および実験ケース

表－3 に試験体水準，図－3 に試験体の形状配筋図を

示す。試験体は PCa ボックスの頂版部材と側壁部材で構

成された L 形状の切取り試験体とし，基本的な形状配筋

はいずれの試験体も同様とした。

実験ケース 1 では PJ-UN に RC-N と同一の降伏変位を

作用させることで耐荷性能および変形性能を検討した。

PJ-UN は既報の PJ 工法から接合部を側壁に変更して，接

合用鉄筋としてアンカー定着した高強度鉄筋を側壁主鉄

筋と重ね継手とし，隅角部には補強鉄筋を配置した。隅

角部補強鉄筋は（一社）道路プレキャストコンクリート

製品技術協会による耐震設計要領に基づき，正負の発生

モーメントによる作用力に応じた必要補強鉄筋量を配置

した。隅角部に発生する内側引張の曲げモーメントに対

しては，ハンチ筋に直交させた D13 を 2 本上下 2 段で配

置した。隅角部に発生する外側引張の曲げモーメントに

対しては，隅角部外側主鉄筋に沿うように D13 を 4 本配

置した。

実験ケース 2 では接合部配筋の合理化と経済性の向上

を図るため，RC-N と PJ-UH に試験体各々の降伏変位を

作用させることで耐荷性能および変形性能を検討した。

PJ-UH は，接合用鉄筋としてアンカー定着していた高強

度鉄筋を主鉄筋とし，PJ-UN と同様に隅角部補強鉄筋を

配置した。

3.4 載荷方法および測定方法

図－4 に載荷方法を，図－5 に測定器の取付け位置を

示す。地中埋設物であるボックスカルバートの構造計算

を行う場合，地震動時には正負繰り返しの曲げモーメン

トが作用するため，閉方向および開方向にジャッキを作

動させて隅角部の曲げモーメントを再現させた。加力は

閉方向を負載荷，開方向を正載荷とした。試験体は鋼板

上に水平に静置し，鋼板上と試験体底面にテフロンシー

トを敷いて摩擦を減じた。

ケース 1 では RC-N の主鉄筋降伏時の載荷方向変位を

降伏変位（±δy）として載荷を行った。ケース 2 では RC-

Nおよび PJ-UH の各々の主鉄筋降伏時の載荷方向変位を

降伏変位（±δy）として載荷を行った。

載荷パターンは正負ともに 1 回ずつ地震動時発生モー

メントから換算した荷重で予備載荷を行った後，降伏変

図－4 載荷方法

図－5 測定器の取付け位置

表－4 材料特性値

(a) コンクリート・無収縮モルタル

試験体略記号

（材齢）

圧縮強度
(N/mm2)

ヤング
係数

(kN/mm2)

割裂引
張強度

(N/mm2)
コンクリート

RC-N (約 6 週)
51.2 31.7 3.58

コンクリート

PJ-UN (約 5 週)
44.7 28.4 3.25

無収縮モルタル 74.0 － －

(b) 鉄筋

試験体
呼び名

※1)

降伏点
(N/mm2)

引張強さ
(N/mm2)

破断伸
び(%)

RC-N
D13 406 550 24

D16 389 536 26

PJ-UN

D13 363 538 26

D16 398 565 24

D19 541 691 16

※1)D13，D16 は SD345，D19 は SD490 とする。

(a) RC-N (b) PJ-UN

図－6 終局時の破壊状況

油圧計

閉方向
（負載荷）

開方向
（正載荷）

外側モーメント
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加力治具

ひずみゲージ (SD345)

ひずみゲージ (SD490)
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(a) RC-N（既報 2））

(b) PJ-UN

図－7 荷重と載荷変位の関係

位 δy を±1δy，±2δy，±3δy…と同一変位で 3 回ずつ正負に

繰り返し載荷を行い，3 回の繰り返しで荷重の低下が認

められない場合は，順次±1δy を増加させて載荷を継続し，

最大荷重の 80%以下となるまで変位を漸増させた 6)。

測定項目は，載荷変位は巻込形変位計を用いて油圧ジ

ャッキ取付け位置の部材軸線間の変位を測定した。また，

接合部の開口変位は標点距離 100mm のパイ型変位計に

て，鉄筋ひずみはひずみゲージにてそれぞれの変位量を

計測した。

4. 実験結果および考察

4.1 接合位置を側壁に変更した性能検証

(1) 材料特性値

表－4 に材料特性値を示す。コンクリートは管理材齢

14 日および載荷試験実施日に各種強度試験を，無収縮モ

ルタルは管理材齢 28 日で圧縮強度試験を実施し，設計

基準強度および規格強度を満足していることを確認した。

鉄筋についてはミルシートで特性値を確認した。

(2) 終局時の破壊状況

図－6に終局時の破壊状況を示す。RC-N はコンクリー

トの圧壊にて最大荷重の 80%以下となったことを確認し

ている 2)。PJ-UN も RC-N と同様に正負ともにコンクリ

図－8 履歴吸収エネルギー

(a) RC-N

(b) PJ-UN

図－9 主鉄筋ひずみ（負載荷時：閉方向）

ートの圧壊にて最大荷重の 80%以下となったことを確認

した。破壊状況はいずれの試験体も頂版ハンチ付根付近

の断面変化点にて曲げ破壊となっており，PJ-UN の側壁

は RC-N に比べて，ひび割れの発生およびその進展が抑

制されていることがわかる。これは，導入圧着力の作用

が側壁に及ぶためと考えられ，接合部の開口変位は終局

時においても 0.5mm 程度であることを確認した。

(3) 荷重と載荷方向変位の関係

図－7 に荷重と載荷方向変位の関係を示す。図中の破

線はレベル 2 地震動時の設計荷重を示している。荷重を
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みると，最大荷重到達後の急激な荷重低下はなく，正負

の降伏変位を漸増させた履歴を示しており，形状も正負

対象に近い履歴を示した。PJ-UN の最大荷重値は RC-N

に対して，正載荷で+3%，負載荷で+3%となり，RC-N と

同等の耐荷力を確認した。載荷変位は，RC-N は正載荷

+8δy，負載荷-8δy，PJ-UN は正載荷+6δy，負載荷-5δy と

なり，PJ-UN の変形量は小さい結果となった。

(4) 履歴吸収エネルギー

図－8 に履歴吸収エネルギーを示す。履歴吸収エネル

ギーは，履歴ループの安定性等を評価する指標として用

いられ，耐震性能を定量的に評価する際の一つの指標と

なるといわれている 6)。いずれの試験体も，塑性率の増

加に伴い履歴吸収エネルギーも増大し，最大値を計測し

た以降に低下する履歴を示した。履歴吸収エネルギーの

低下を示した状況下では，軸方向鉄筋の座屈が生じてい

ると推定される。PJ-UN は，RC-N に対して塑性率が小さ

くなっており，履歴吸収エネルギーも小さい結果となっ

た。

図－9 に降伏変位における主鉄筋ひずみの分布を示す。

図中の起点は隅角部格点を 0 とし，＋方向を頂版側，－

方向を側壁側としてその計測位置を示している。また，

図中の破線は，ミルシートで確認した鉄筋の特性値およ

び土木学会コンクリート標準示方書［設計編］7)より弾性

係数を 200kN/mm2 として降伏ひずみに換算した値を示

す。ケース 1 では RC-N の降伏変位を PJ-UN にも同様に

与えているが，降伏時の主鉄筋ひずみをみると，PJ-UN

は側壁側では高強度鉄筋をアンカー筋とした接合部近傍

は普通鉄筋との併用から断面の曲げ剛性が高く，さらに

圧着力が接合断面に軸力として作用し曲げ変形が小さく

なるためひずみが小さい。一方で頂版側では，ひずみが

降伏ひずみを大きく超えている。このことから PJ-UN で

は降伏変位を超えた変位を与えていることがわかる。し

たがって，PJ-UN は過大な降伏変位であったため，塑性

率が小さくなったと考えられ，RC-N と同一の降伏変位

を与えることは適切ではないと考えた。そこでケース 2

では，接合部の配筋を合理化し，主鉄筋降伏時の載荷方

向変位を降伏変位（±δy）として正負交番載荷を行うこと

とした。

4.2 接合部配筋の合理化を図った性能検証

(1) 材料特性値

表－5 に材料特性値を示す。ケース 1 と同様に各種強

度試験を実施し，設計基準強度および規格強度を満足し

ていることを確認した。

(2) 終局時の破壊状況

図－10 に終局時の破壊状況を示す。PJ-UH はコンクリ

ートの圧壊にて最大荷重の 80%以下となったことを確認

した。破壊状況はケース 1 と同様に接合部での破壊はみ

表－5 材料特性値

(a) コンクリート・無収縮モルタル

試験体略記号

（材齢）

圧縮強度

(N/mm2)
ヤング係数

(kN/mm2)
割裂引張強

度(N/mm2)

コンクリート

RC-N (約 6 週)
51.2 31.7 3.58

コンクリート

PJ-UH (約 6 週) 54.2 35.0 3.89

無収縮モルタル 80.1 － －

(b) 鉄筋

試験体
呼び名※

1)
降伏点

(N/mm2)
引張強さ

(N/mm2)
破断伸

び(%)

RC-N
D13 406 550 24

D16 389 536 26

PJ-UH

D13 368 536 25

D16 381 537 24

D19 551 716 15

※1)D13，D16 は SD345，D19 は SD490 とする。

(a) PJ-UN (b) PJ-UH

図－10 終局時の破壊状況

(a) RC-N

(b) PJ-UH

図－11 荷重と載荷方向変位の関係
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図－12 履歴吸収エネルギー

られず頂版ハンチ付根付近の断面変化点にて曲げ破壊と

なった。

(3) 荷重と載荷方向変位の関係

図－11に荷重と載荷方向変位の関係を示す。図中の破

線はレベル 2 地震動時の設計荷重を示している。PJ-UH

の最大荷重値は RC-N 試験体に対して，正載荷で+2%，

負載荷で+2%となり，RC-N と同等の耐荷力を確認した。

変位は，正載荷+8δy，負載荷-8δyとなり，各々の主鉄筋

降伏時の載荷方向変位を降伏変位（±δy）として載荷を行

った場合，耐荷性能および変形性能は RC-N 同等となる

ことを確認した。

(4) 履歴吸収エネルギー

図－12に履歴吸収エネルギーを示す。PJ-UH は，降伏

変位の増加に伴い履歴吸収エネルギーも増大し，最大値

を計測後に低下する履歴を示した。ケース 1 の PJ-UN と

違い，主鉄筋降伏時の載荷方向変位を降伏変位としたこ

とで，RC-N と同等以上の耐荷力および塑性率が確認さ

れ，累積履歴吸収エネルギーは終局まで上回り続ける結

果となった。

5. まとめ

PCa ボックス隅角部を想定した L 形試験体を用いて接

合位置を側壁に変更した試験体（ケース 1）および側壁

の主鉄筋をすべて接合用鉄筋と併用した高強度鉄筋とす

ることで配筋の合理化と経済性の向上を図った試験体

（ケース 2）にて正負交番載荷試験を行った結果，以下

の知見が得られた。

(1) ケース 1 より，接合部を側壁に配した PJ 工法は，導

入圧着力の作用により側壁のひび割れ発生および進

展が抑制され，接合部で破壊することなく，頂版ハン

チ付根付近の断面変化点にて曲げ破壊となることが

確認された。

(2) ケース 1 より，RC-N と同一の降伏変位を与えた正負

交番載荷では，耐荷性能は同等であるが，降伏変位を

超えた正負交番載荷であったため履歴吸収エネルギ

ーは小さくなることが確認された。

(3) ケース 2 より，主鉄筋降伏時の載荷方向変位を降伏

変位として与えた正負交番載荷では，耐荷性能およ

び変形性能は RC-N と同等以上の結果となった。

(4) ケース 2 より，接合位置を側壁とし，接合部配筋の

合理化によっても一体型成形同等以上の耐荷力お

よび履歴吸収エネルギーを保有していることから，

十分な耐荷性能および変形性能であることを確認

した。
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